
単位：百万円（　）内は構成比

下水道事業
（企業会計）

収益的収入
及び支出

資本的収入
及び支出

234,430 百万円

184,810 百万円 公的
資金

政府資金

基金

債権 241 百万円

51 百万円有価証券

合計

195 百万円

※表内の各数値は端数処理されているため、実際の数値と比べて若干の差が発生している場合があります。

一時借入金の現在高

全　会　計　（３月末現在）
235,573 百万円

建物 37,916 百万円 36,758 百万円
地方公共団体
金融機構 28,975 百万円

25,236 百万円

合計 88,886 百万円出資による権利 699 百万円 699 百万円

11,244 百万円 13,059 百万円 その他

34,675 百万円

年度末現在高

17,340 百万円

748 百万円 1,451 百万円

13,241 百万円 12,841 百万円

65,221 百万円 66,403 百万円

国民健康保険事業 21,995 百万円 21,995 百万円

2,847 百万円

17,340 百万円

3,313 百万円 3,313 百万円

資本的収入
及び支出

収益的収入
及び支出病院事業

（企業会計）

後期高齢者医療事業

6,616 百万円

0

合　　　　計

7,126 百万円

土地 184,279 百万円

52 百万円

（令和４年６月１日作成）

市有財産現在高 ２年度末 ３年度末 借入先

1,458 百万円

会　　　　　計 歳入 歳出

介護保険事業

一般会計の性質別歳出

48,666 

13,177 

8,885 

7,931 

5,481 

5,240 

2,794 

2,643 

令和４年度 当初予算

一般会計の状況

市有財産現在高

14,184 

13,405 

8,603 

7,033 

5,730 

5,571 

1,225 

1,196 

170 

扶助費

物件費

人件費

補助費等

普通建設事業費

繰出金

公債費

維持補修費

貸付金

その他

●一般会計・・・行政を運営するため

の基本的な経費をまとめた市の中心

的な会計です。市税を主な財源とし

ています。

●特別会計・・・特定の事業を行う場

合､一般会計と区別し編成された会

計です｡

独立採算性を原則とする企業的色

彩の強い事業を行う場合に、法律等

に基づいて設置されます。

●企業会計・・・企業の効率的な

経営管理と業務の発展を考え、

利用者からの料金を主な財源とする

会計です。

財政用語の豆知識

35,868 

2,212 

1,528 

2,955 

29,457 

7,195 

6,251 

4,790 

4,561 

令和３年度 補正後予算

特別会計・企業会計の状況

一般会計の状況

特別会計・企業会計の状況

36,510 

2,495 

1,577 

3,798 

17,906 

6,963 

6,435 

4,930 

4,186 

72,830円
48.2%

61,292円
40.5%

8,889円
5.9%

6,913円
4.6%

1,215円
0.8%

市民一人当たり市税負担額

151,139円

市民税

固定資産税

都市計画税

市たばこ税

軽自動車税

※令和４年度当初予算額 及び

令和４年４月１日 現在の統計をもとに作成

72,753円
48.7%59,822円

40.1%

8,809円
5.9%

6,759円
4.5% 1,155円

0.8%

市民一人当たり市税負担額

149,298円

市民税

固定資産税

都市計画税

市たばこ税

軽自動車税

※令和３年度補正後予算額 及び

令和３年４月１日 現在の統計をもとに作成

41,251 

10,449 

8,653 

7,694 

6,279 

5,571 

2,500 

2,403 

市民一人当たりの歳出 市民一人当たりの性質別歳出

令和４年４月１日 現在
人＠口： ２４１，５６５ 人
世帯数： １１３，２５４ 世帯
面＠積： ２７．０９ k㎡

地方自治法第２４３条の３第１項及び大和市財政状況の作成

および公表に関する条例の定めるところにより、財政状況を

次のとおり公表します。

令和４年６月１日 大和市長 大 木 哲

　　　　　 歳入 ８４８億円

　　歳出 ８４８億円

（単位：百万円）（単位：百万円） 歳入 ６０８億２千４百万円

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

●「令和３年度 補正後

予算」とは、それぞれの

会計における令和３年

度当初予算と、同年度

に編成された全ての補

正予算の補正額を合計

したものです。
（決算額とは異なります｡）

「補正後予算」とは

　　　　　 歳入 ９４８億２千万円

　　歳出 ９４８億２千万円

使用料及び

手数料

自主財源

４４，３８０

（百万円）

市が自主的

に収入できる

財源

市税

諸収入

その他

依存財源

４０，４２０

（百万円）

国や県から

の交付金・

借入金

国庫支出金

市債

県支出金

地方消費税

交付金

その他

使用料及び

手数料

自主財源

４２，５６３

（百万円）

市が自主的

に収入でき

る財源

市税

諸収入

その他

依存財源

５２，２５４

（百万円）

国や県から

の交付金・

借入金

国庫支出金

県支出金

市債

地方消費税

交付金

その他

公共施設の使用料や住民票の交

付手数料など

市民税、固定資産税、軽自動車

税、市たばこ税など

預金利子や雑入など、他の収入科

目に含まれない収入

繰入金(財政調整基金等の取り崩

し)、繰越金、寄付金など

国から交付される補助金、負担金

など

県から交付される補助金、負担金

など

国や金融機関から借り入れる資金

消費税10%のうち22/100が地方消

費税、そのうち1/2を市町村に交付

(所得税や法人税等の国税から一定

額を国が交付する税)地方特例交付

金など

民生費

土木費

衛生費

総務費

教育費

公債費

消防費

その他

社会・児童福祉など社会生活を保障

するために必要な経費

予防接種やゴミ処理など、健康で衛

生的な生活のための経費

道路や河川の整備、区画整理などの

経費

市役所を運営するための全般的な経

費

小・中学校、生涯学習などの教育関

連経費

市債の元金や利子の償還金

生活の安全を守る消防活動費

商工費、労働費、議会費、農林費、

予備費、災害復旧費など

27,683

教育費

土木費

公債費

消防費

その他

民生費

衛生費

総務費

市債現在高（企業会計含む）

扶助費

物件費

人件費

補助費等

その他

合計

114,599円

58,716円

55,492円

35,615円

29,115円

23,718円

23,061円

4,953円

5,071円

704円

351,044円

普通建設事業費

繰出金

公債費

貸付金

維持補修費

歳入 歳出

国民健康保険事業 21,745百万円 21,745百万円

会　　　　　計

介護保険事業

12,735百万円 13,235百万円

18,312百万円 18,312百万円

後期高齢者医療事業 3,448百万円 3,448百万円

下水道事業
（企業会計）

収益的収入
及び支出 7,032百万円 6,661百万円

資本的収入
及び支出 2,723百万円 4,048百万円

資本的収入

及び支出

病院事業
（企業会計）

収益的収入
及び支出

683百万円 1,320百万円

合　　　　計 66,678百万円 68,769百万円

民生費 170,764円

衛生費 43,256円

教育費 35,821円

総務費 31,851円

土木費 25,992円

公債費 23,061円

10,347円

その他 9,952円

合計 351,044円

消防費


